予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費
	事業名　新岐阜県障がい者総合就労支援センター
Webサイト制作運営事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　商工労働部　労働雇用課　障がい者就労支援室　電話番号：058-272-1111（内3126 ）

　　　　　　　　　拠点整備係　　　　　　E-mail： c11367@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  3,259千円（前年度予算額：     0 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,259
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,259

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　障がい者の一般就労の促進、県内産業の担い手確保を目的に、就労相談、訓練、マッチング、職場定着まで総合的に支援する、「障がい者総合就労支援センター」（以下「センター」という。）を、県の障がい者福祉施設の拠点として再整備されている鷺山地区の清流福祉エリアに整備する。
　　　センターの目的は、障がい者の一般就労の拡大であり、そのためには障がい者の支援とともに、企業の障がい者雇用に対する理解の深化、不安や問題の解決が必要である。
　　　センターにおける、障がい者の種別に応じた支援メニューや企業支援・成功事例の紹介、センター内に設置する障害者職業能力開発校の入校者募集などの情報をホームページで広く発信することで、施設の魅力が多くの方々に伝え、障がい者雇用を促進させる。
（２）事業内容

　　　障がい者総合就労支援センターのWebサイトの制作・運用保守
（契約期間：平成31年8月～平成35年7月　債務負担行為を設定予定）
　＜広報内容＞

・障がいの種別（身体・知的・精神等）に応じた支援メニュー

・障がい者の就労への段階（訓練、就職活動、就職後）に応じた支援メニュー

・開発校への入校者を県内外から募集（他の開発校は全てHP所有）

・開発校の成果をPRし、企業への就労に繋げる

・障がい者雇用の受入に向けた企業への啓発
（３）県負担・補助率の考え方

　　　本県の障がい者の一般就労の拡大に寄与するものであることから、県負担とする。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	3,259
	Webサイト制作・運用管理費用

	
	
	

	合計
	3,259
	


	　決定額の考え方　

　県のＨＰで対応することとし、計上を見送ります。



４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ
岐阜県成長・雇用戦略２０１７

［１］産業人材確保対策プロジェクト

（７）障がい者の一般就労に向けた能力開発
（２）後年度の財政負担
Webサイト運用保守料（H31.8～H35.7）　2,728千円
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
・平成30年度：センター建設工事着手

・平成32年度：センター開設


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	障がい者実雇用率

	1.95％
（H28）
	（H  ）
	（H  ）
	2.02%
（H29）
	2.30％
（H32）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　平成30年4月～5月にかけて2回にわたり住民説明会を実施。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　平成29年12月から、既存施設（人材開発センター）の解体及び汚染土壌除去工事着工、平成30年5月完了。平成30年6月に土壌汚染要措置区域の指定を解除。

平成30年12月より本体建設工事着工(予定)。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	障がい者の就労を支援する機関はあるものの、相談から訓練、マッチング、職場定着までトータルでサポートする機関はない。障がい者の就労をさらに促進するため、求職する障がい者、雇用する企業の双方に対する総合的な支援の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	


（次年度の方向性）
	


